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(57)【要約】
【課題】合成紙の耐電防止性能の低下を抑制しつつ、耐
水性を向上させることができるポリマーエマルジョン、
これを用いた合成紙用塗布剤組成物、これを用いた塗工
合成紙、及びポリマーエマルジョンの製造方法を提供す
ること。
【解決手段】シェル部２１が特定のカチオン性ポリマー
からなり、コア部２２が特定の疎水性ポリマーからなる
コア・シェル型ポリマー粒子２が水性媒体１０に分散さ
れたポリマーエマルジョン１である。また、ポリマーエ
マルジョン１を含有する合成紙用塗布剤組成物である。
さらに、合成樹脂フィルム又は合成繊維からなる合成紙
と、その片面又は両面に形成された合成紙用塗布剤組成
物からなる塗膜とを有する塗工合成紙である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シェル部がカチオン性ポリマー（Ａ）からなり、コア部が疎水性ポリマー（Ｂ）からな
るコア・シェル型ポリマー粒子が水性媒体に分散されたポリマーエマルジョンであって、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）は、下記式（Ｉ）で表される単量体由来の構造単位（ａ
１）と、下記式（II）で表される単量体由来の構造単位（ａ２）とを有する共重合体から
なり、
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）は、疎水性不飽和単量体由来の構造単位（ｂ）を有する、ポ
リマーエマルジョン。
　　ＣＨ2＝Ｃ(Ｒ1)ＣＯＺＲ2Ｎ+Ｒ3Ｒ4(Ｒ5Ｎ+Ｒ6Ｒ7)n－Ｒ8・（ｎ＋１）Ｘ-　・・・
（Ｉ）
（前記式（Ｉ）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基であり、Ｚは－Ｏ－又は－ＮＨ－であり
、Ｒ2及びＲ5は各々独立に炭素数１～６のアルキレン基であって水酸基を含んでいてもよ
く、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ6及びＲ7は各々独立にメチル基又はエチル基であり、Ｒ8は炭素数１～
１０のアルキル基又は炭素数７～１０のアラルキル基であり、Ｘはハロゲン原子であり、
ｎは０から３の整数である。）
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ9）ＣＯＯＲ10　・・・（II）
（式（II）中、Ｒ9は水素原子又はメチル基であり、Ｒ10は炭素数１～２０のアルキル基
又は炭素数３～２０のシクロアルキル基である。）
【請求項２】
　前記式（１）において、ｎ＝１である、請求項１に記載のポリマーエマルジョン。
【請求項３】
　前記式（Ｉ）において、Ｒ2がＣＨ2ＣＨ2であり、Ｒ5がＣＨ2ＣＨ(ＯＨ)ＣＨ2である、
請求項１又は２に記載のポリマーエマルジョン。
【請求項４】
　前記共重合体における前記構造単位（ａ１）の含有量が２０～５０質量％であり、前記
構造単位（ａ２）の含有量が８０～５０質量％である、請求項１～３のいずれか１項に記
載のポリマーエマルジョン。
【請求項５】
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）のガラス転移温度ＴｇBが前記カチオン性ポリマー（Ａ）の
ガラス転移温度ＴｇAより低い、請求項１～４のいずれか１項に記載のポリマーエマルジ
ョン。
【請求項６】
　前記コア・シェル型ポリマー粒子の平均粒子径が１５０ｎｍ以下である、請求項１～５
のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョン。
【請求項７】
　前記疎水性不飽和単量体の主成分が（メタ）アクリル酸系エステルである、請求項１～
６のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョン。
【請求項８】
　シェル部がカチオン性ポリマー（Ｃ）からなり、コア部が疎水性ポリマー（Ｂ）からな
るコア・シェル型ポリマー粒子が水性媒体に分散されたポリマーエマルジョンであって、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）は、下記式（III）で表される単量体由来の構造単位（
ｃ１）と、下記式（II）で表される単量体由来の構造単位（ｃ２）とを有する共重合体か
らなり、
　該共重合体における前記構造単位（ｃ１）の含有量が２０～５０質量％であり、前記構
造単位（ｃ２）の含有量が８０～５０質量％であり、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）のガラス転移温度ＴｇCが４０～８５℃であり、
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）は、疎水性不飽和単量体由来の構造単位（ｂ）を有し、
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）のガラス転移温度ＴｇBが前記カチオン性ポリマー（Ｃ）の
ガラス転移温度ＴｇCより低い、ポリマーエマルジョン。
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　　ＣＨ2＝Ｃ(Ｒ1)ＣＯＺＲ2Ｎ+Ｒ3Ｒ4－ＣＨ2ＣＯＯＲ8・Ｘ-　・・・（III）
（前記式（III）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基であり、Ｚは－Ｏ－又は－ＮＨ－であり
、Ｒ2は炭素数１～６のアルキレン基であって水酸基を含んでいてもよく、Ｒ3及びＲ4は
各々独立にメチル基又はエチル基であり、Ｒ8は炭素数１～１０のアルキル基又は炭素数
７～１０のアラルキル基であり、Ｘはハロゲン原子である。）
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ9）ＣＯＯＲ10　・・・（II）
（前記式（II）中、Ｒ9は水素原子又はメチル基であり、Ｒ10は炭素数１～２０のアルキ
ル基又は炭素数３～２０のシクロアルキル基である。）
【請求項９】
　前記式（III）において、Ｒ2がＣＨ2ＣＨ2である、請求項８に記載のポリマーエマルジ
ョン。
【請求項１０】
　前記コア・シェル型ポリマー粒子の平均粒子径が１５０ｎｍ以下である、請求項８又は
９に記載のポリマーエマルジョン。
【請求項１１】
　前記疎水性不飽和単量体の主成分が（メタ）アクリル酸系エステルである、請求項８～
１０のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョン。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョンを含有する、合成紙用塗
布剤組成物。
【請求項１３】
　合成樹脂フィルム又は合成繊維からなる合成紙と、該合成紙の片面又は両面に形成され
た請求項１２に記載の合成紙用塗布剤組成物からなる塗膜とを有する、塗工合成紙。
【請求項１４】
　前記合成紙が合成樹脂フィルムからなる、請求項１３に記載の塗工合成紙。
【請求項１５】
　請求項１～７のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であって、
　下記式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ａp１）と、前記構造単位（ａ２）と
を有する共重合体を準備し、該共重合体における窒素原子をカチオン変性剤によってカチ
オン化することにより、前記カチオン性ポリマー（Ａ）を得るカチオン化（Ａ）工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有し、
　前記カチオン変性剤が、式（Ｖ）で表されるモノハロゲン化第四級アンモニウム塩を含
有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＺＲ2ＮＲ3Ｒ4　・・・（IV）
（式（IV）中、Ｚ及びＲ1～Ｒ4は各々前記式（Ｉ）と同義である。）
　　Ｘ(Ｒ5－Ｎ+Ｒ6Ｒ7)nＲ

8・ｎＸ-　・・・（Ｖ）
（式（Ｖ）中、Ｘ、Ｒ5～Ｒ8及びｎは各々前記式（Ｉ）と同義である。）
【請求項１６】
　請求項１～７のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であって、
　前記式（Ｉ）で表される前記単量体と、前記式（II）で表される前記単量体とを共重合
することにより前記カチオン性ポリマー（Ａ）を得るポリマー（Ａ）重合工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
【請求項１７】
　前記エマルジョン工程は、前記カチオン性ポリマー（Ａ）と水性媒体と前記疎水性不飽
和単量体の重合開始剤とを混合して水相を得る工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）と前記疎水性不飽和単量体と水性媒体とを混合すること
によりプレエマルジョンを得る工程と、
　前記水相に前記プレエマルジョンを滴下しながら、前記疎水性不飽和単量体を重合させ
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て前記ポリマーエマルジョンを得る工程と、を有する、請求項１５又は１６に記載のポリ
マーエマルジョンの製造方法。
【請求項１８】
　請求項８～１１のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であって、
　下記式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ｃp１）と、前記構造単位（ｃ２）と
を有する共重合体を準備し、該共重合体における窒素原子をカチオン変性剤によってカチ
オン化することにより、前記カチオン性ポリマー（Ｃ）を得るカチオン化（Ｃ）工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有し、
　前記カチオン変性剤が、式（VI）で表されるモノハロゲン化酢酸アルキルエステルを含
有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＺＲ2ＮＲ3Ｒ4　・・・（IV）
（式（IV）中、Ｚ及びＲ1～Ｒ4は各々前記式（III）と同義である。）
　　ＸＣＨ2ＣＯＯＲ8　・・・（VI）
（式（VI）中、Ｘ及びＲ8は前記式（III）と同義である。）
【請求項１９】
　請求項８～１１のいずれか１項に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であって、
　前記式（III）で表される前記単量体と、前記式（II）で表される前記単量体とを共重
合することにより前記カチオン性ポリマー（Ｃ）を得るポリマー（Ｃ）重合工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
【請求項２０】
　前記エマルジョン工程は、前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と水性媒体と疎水性不飽和単
量体の重合開始剤とを混合して水相を得る工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性不飽和単量体と水性媒体とを混合すること
によりプレエマルジョンを得る工程と、
　前記水相に前記プレエマルジョンを滴下しながら、前記疎水性不飽和単量体を重合させ
て前記ポリマーエマルジョンを得る工程と、を有する、請求項１８又は１９に記載のポリ
マーエマルジョンの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コア・シェル型ポリマー粒子が水性媒体に分散されたポリマーエマルジョン
、その製造方法、ポリマーエマルジョンを含有する合成紙用塗布剤組成物、塗布剤組成物
が塗布された塗工合成紙に関する。
【背景技術】
【０００２】
　合成樹脂フィルム、合成繊維等からなる合成紙は、石油等から得られる合成樹脂を主原
料として製造される。合成紙は、紙の性質とプラスチックの性質とを兼ね備え、植物繊維
（すなわち、パルプ）からなる天然紙に比べて、一般に、耐久性、耐水性、生産コスト等
の面で優れている。そのため、合成紙は、ポスター等の屋外用印刷紙だけでなく、カタロ
グ、名刺、各種ラベル等の屋内用印刷紙にも広く利用されている。
【０００３】
　一方、合成紙は、合成樹脂からなるがゆえに帯電し易いという性質を有する。帯電は、
湿度が低い乾燥環境下で起こり易い。合成紙の帯電は、ちりや紙粉等の付着を引き起こし
たり、印刷機において給紙不良を引き起こすおそれがある。また、例えばオフセット印刷
においては、印刷時に合成紙が乾燥し易いため、合成紙の帯電によるトラブルが起こり易
い傾向にある。具体的には、給紙不良、排紙不良、インク汚れ等の印刷トラブルが起こる
おそれがある。
【０００４】
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　そこで、合成紙の表面に耐電防止剤を塗工する技術がある。例えば、所定の構造の共重
合体におけるＮ原子をカチオン化してなる表面加工用重合体からなる合成紙用塗布剤組成
物が開発されている（特許文献１参照）。また、合成紙の帯電を防止するために、支持体
として所定の繰り返し単位を有するカチオン性の重合体又は共重合体からなる導電性剤が
開発されている（特許文献２参照）。また、所定の構造を有する四級アンモニウム塩型共
重合体の塗膜を有する熱可塑性樹脂フィルムが開発されている（特許文献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭５０－１４５４７６号公報
【特許文献１】特開昭５３－８３８０号公報
【特許文献２】特開平６－２５４４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、カチオン性の重合体及び共重合体は、合成紙の導電性を高めて耐電を防
止することはできるものの、耐水性に更なる改善が望まれている。すなわち、合成紙の表
面に形成された塗膜が水により流されてしまうおそれがある。その結果、塗膜と共に印刷
物のインクが流れ落ちたりするおそれがある。したがって、良好な耐電防止性能と耐水性
とを兼備する合成紙用塗布剤組成物の開発が望まれている。
【０００７】
　本発明の課題は、合成紙の耐電防止性能の低下を抑制しつつ、耐水性を向上させること
ができるポリマーエマルジョン、これを用いた合成紙用塗布剤組成物、これを用いた塗工
合成紙、及びポリマーエマルジョンの製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、前記課題を解決するべく、鋭意検討を重ねた結果、所定構造のカチオン
性ポリマーからなるシェル部と、疎水性ポリマーからなるコア部とを有するコア・シェル
型ポリマー粒子が水性媒体に分散されたポリマーエマルジョンが耐電防止性能の低下を抑
制しつつ、耐水性を向上させることができることを見出し、本発明に至った。すなわち、
本発明の要旨は、下記の［１］～［２０］にある。
【０００９】
［１］シェル部がカチオン性ポリマー（Ａ）からなり、コア部が疎水性ポリマー（Ｂ）か
らなるコア・シェル型ポリマー粒子が水性媒体に分散されたポリマーエマルジョンであっ
て、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）は、下記式（Ｉ）で表される単量体由来の構造単位（ａ
１）と、下記式（II）で表される単量体由来の構造単位（ａ２）とを有する共重合体から
なり、
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）は、疎水性不飽和単量体由来の構造単位（ｂ）を有する、ポ
リマーエマルジョン。
　　ＣＨ2＝Ｃ(Ｒ1)ＣＯＺＲ2Ｎ+Ｒ3Ｒ4(Ｒ5Ｎ+Ｒ6Ｒ7)n－Ｒ8・（ｎ＋１）Ｘ-　・・・
（Ｉ）
（前記式（Ｉ）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基であり、Ｚは－Ｏ－又は－ＮＨ－であり
、Ｒ2及びＲ5は各々独立に炭素数１～６のアルキレン基であって水酸基を含んでいてもよ
く、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ6及びＲ7は各々独立にメチル基又はエチル基であり、Ｒ8は炭素数１～
１０のアルキル基又は炭素数７～１０のアラルキル基であり、Ｘはハロゲン原子であり、
ｎは０から３の整数である。）
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ9）ＣＯＯＲ10　・・・（II）
（式（II）中、Ｒ9は水素原子又はメチル基であり、Ｒ10は炭素数１～２０のアルキル基
又は炭素数３～２０のシクロアルキル基である。）
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【００１０】
［２］前記式（１）において、ｎ＝１である、［１］に記載のポリマーエマルジョン。
【００１１】
［３］前記式（Ｉ）において、Ｒ2がＣＨ2ＣＨ2であり、Ｒ5がＣＨ2ＣＨ(ＯＨ)ＣＨ2であ
る、［１］又は［２］に記載のポリマーエマルジョン。
【００１２】
［４］前記共重合体における前記構造単位（ａ１）の含有量が２０～５０質量％であり、
前記構造単位（ａ２）の含有量が８０～５０質量％である、［１］～［３］のいずれか１
に記載のポリマーエマルジョン。
【００１３】
［５］前記疎水性ポリマー（Ｂ）のガラス転移温度ＴｇBが前記カチオン性ポリマー（Ａ
）のガラス転移温度ＴｇAより低い、［１］～［４］のいずれか１に記載のポリマーエマ
ルジョン。
【００１４】
［６］前記コア・シェル型ポリマー粒子の平均粒子径が１５０ｎｍ以下である、［１］～
［５］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョン。
【００１５】
［７］前記疎水性不飽和単量体の主成分が（メタ）アクリル酸系エステルである、［１］
～［６］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョン。
【００１６】
［８］シェル部がカチオン性ポリマー（Ｃ）からなり、コア部が疎水性ポリマー（Ｂ）か
らなるコア・シェル型ポリマー粒子が水性媒体に分散されたポリマーエマルジョンであっ
て、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）は、下記式（III）で表される単量体由来の構造単位（
ｃ１）と、下記式（II）で表される単量体由来の構造単位（ｃ２）とを有する共重合体か
らなり、
　該共重合体における前記構造単位（ｃ１）の含有量が２０～５０質量％であり、前記構
造単位（ｃ２）の含有量が８０～５０質量％であり、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）のガラス転移温度ＴｇCが４０～８５℃であり、
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）は、疎水性不飽和単量体由来の構造単位（ｂ）を有し、
　前記疎水性ポリマー（Ｂ）のガラス転移温度ＴｇBが前記カチオン性ポリマー（Ｃ）の
ガラス転移温度ＴｇCより低い、ポリマーエマルジョン。
　　ＣＨ2＝Ｃ(Ｒ1)ＣＯＺＲ2Ｎ+Ｒ3Ｒ4－ＣＨ2ＣＯＯＲ8・Ｘ-　・・・（III）
（前記式（III）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基であり、Ｚは－Ｏ－又は－ＮＨ－であり
、Ｒ2は炭素数１～６のアルキレン基であって水酸基を含んでいてもよく、Ｒ3及びＲ4は
各々独立にメチル基又はエチル基であり、Ｒ8は炭素数１～１０のアルキル基又は炭素数
７～１０のアラルキル基であり、Ｘはハロゲン原子である。）
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ9）ＣＯＯＲ10　・・・（II）
（前記式（II）中、Ｒ9は水素原子又はメチル基であり、Ｒ10は炭素数１～２０のアルキ
ル基又は炭素数３～２０のシクロアルキル基である。）
【００１７】
［９］前記式（III）において、Ｒ2がＣＨ2ＣＨ2である、［８］に記載のポリマーエマル
ジョン。
【００１８】
［１０］前記コア・シェル型ポリマー粒子の平均粒子径が１５０ｎｍ以下である、［８］
又は［９］に記載のポリマーエマルジョン。
【００１９】
［１１］前記疎水性不飽和単量体の主成分が（メタ）アクリル酸系エステルである、［８
］～［１０］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョン。
【００２０】
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［１２］［１］～［１１］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョンを含有する、合成
紙用塗布剤組成物。
【００２１】
［１３］合成樹脂フィルム又は合成繊維からなる合成紙と、該合成紙の片面又は両面に形
成された［１２］に記載の合成紙用塗布剤組成物からなる塗膜とを有する、塗工合成紙。
【００２２】
［１４］前記合成紙が合成樹脂フィルムからなる、［１３］に記載の塗工合成紙。
【００２３】
［１５］［１］～［７］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であって
、
　下記式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ａp１）と、前記構造単位（ａ２）と
を有する共重合体を準備し、該共重合体における窒素原子をカチオン変性剤によってカチ
オン化することにより、前記カチオン性ポリマー（Ａ）を得るカチオン化（Ａ）工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有し、
　前記カチオン変性剤が、式（Ｖ）で表されるモノハロゲン化第四級アンモニウム塩を含
有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＺＲ2ＮＲ3Ｒ4　・・・（IV）
（式（IV）中、Ｚ及びＲ1～Ｒ4は各々前記式（Ｉ）と同義である。）
　　Ｘ(Ｒ5－Ｎ+Ｒ6Ｒ7)nＲ

8・ｎＸ-　・・・（Ｖ）
（式（Ｖ）中、Ｘ、Ｒ5～Ｒ8及びｎは各々前記式（Ｉ）と同義である。）
【００２４】
［１６］［１］～［７］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であって
、
　前記式（Ｉ）で表される前記単量体と、前記式（II）で表される前記単量体とを共重合
することにより前記カチオン性ポリマー（Ａ）を得るポリマー（Ａ）重合工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
【００２５】
［１７］前記エマルジョン工程は、前記カチオン性ポリマー（Ａ）と水性媒体と前記疎水
性不飽和単量体の重合開始剤とを混合して水相を得る工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ａ）と前記疎水性不飽和単量体と水性媒体とを混合すること
によりプレエマルジョンを得る工程と、
　前記水相に前記プレエマルジョンを滴下しながら、前記疎水性不飽和単量体を重合させ
て前記ポリマーエマルジョンを得る工程と、を有する、［１５］又は［１６］に記載のポ
リマーエマルジョンの製造方法。
【００２６】
［１８］［８］～［１１］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であっ
て、
　下記式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ｃp１）と、前記構造単位（ｃ２）と
を有する共重合体を準備し、該共重合体における窒素原子をカチオン変性剤によってカチ
オン化することにより、前記カチオン性ポリマー（Ｃ）を得るカチオン化（Ｃ）工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有し、
　前記カチオン変性剤が、式（VI）で表されるモノハロゲン化酢酸アルキルエステルを含
有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
　　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＺＲ2ＮＲ3Ｒ4　・・・（IV）
（式（IV）中、Ｚ及びＲ1～Ｒ4は各々前記式（III）と同義である。）
　　ＸＣＨ2ＣＯＯＲ8　・・・（VI）
（式（VI）中、Ｘ及びＲ8は前記式（III）と同義である。）
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【００２７】
［１９］［８］～［１１］のいずれか１に記載のポリマーエマルジョンの製造方法であっ
て、
　前記式（III）で表される前記単量体と、前記式（II）で表される前記単量体とを共重
合することにより前記カチオン性ポリマー（Ｃ）を得るポリマー（Ｃ）重合工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジ
ョン化するエマルジョン工程とを有する、ポリマーエマルジョンの製造方法。
【００２８】
［２０］前記エマルジョン工程は、前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と水性媒体と疎水性不
飽和単量体の重合開始剤とを混合して水相を得る工程と、
　前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性不飽和単量体と水性媒体とを混合すること
によりプレエマルジョンを得る工程と、
　前記水相に前記プレエマルジョンを滴下しながら、前記疎水性不飽和単量体を重合させ
て前記ポリマーエマルジョンを得る工程と、を有する、［１８］又は［１９］に記載のポ
リマーエマルジョンの製造方法。
【発明の効果】
【００２９】
　前記ポリマーエマルジョン、前記合成紙用塗布剤組成物、前記塗工合成紙によれば、合
成紙の耐電防止性能の低下を抑制しつつ、耐水性を向上させることができる。そのため、
例えば印刷時における給紙トラブルやインク流れ等の印刷トラブルを防止することができ
る。また、前記製造方法によれば、合成紙の耐電防止性能の低下を抑制しつつ、耐水性を
向上させることができるポリマーエマルジョンの製造が可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】実施例におけるポリマーエマルジョンの概略図。
【図２】実施例におけるコア・シェル型ポリマーの概略図。
【図３】実施例における合成紙とその表面に形成された塗膜とを有する塗工合成紙。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
＜コア・シェル型ポリマー粒子におけるシェル部＞
　コア・シェル型ポリマー粒子におけるシェル部は、ポリマー内にカチオンを有するカチ
オン性ポリマー（Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）からなる。このようなカチオン性ポ
リマーにおけるカチオンによって上述の耐電防止性能が発揮される。
【００３２】
　カチオン性ポリマー（Ａ）は、前記式（Ｉ）で表される単量体由来の構造単位（ａ１）
と、前記式（II）で表される単量体由来の構造単位（ａ２）とを有する共重合体からなる
。式（Ｉ）中、ｎが０～３であり、構造単位（ａ１）は、ジカチオン、トリカチオン、又
はテトラカチオンである。式（１）においてはｎ＝１、すなわち、構造単位（ａ１）がジ
カチオンであることが好ましい。この場合には、耐電防止性能と耐水性とをよりバランス
良く発揮できる。
【００３３】
　式（Ｉ）において、Ｒ2がＣＨ2ＣＨ2であり、Ｒ5がＣＨ2ＣＨ(ＯＨ)ＣＨ2であることが
好ましい。この場合にも、耐電防止性能と耐水性とをよりバランス良く発揮できる。
【００３４】
　カチオン性ポリマー（Ａ）においては、構造単位（ａ１）の含有量が２０～５０質量％
であり、構造単位（ａ２）の含有量が８０～５０質量％であることが好ましい。この場合
には、耐電防止性と耐水性とをよりバランス良く向上させることができる。さらに両者を
バランス良く向上させるという観点からは、構造単位（ａ１）の含有量が３０～７０質量
％であり、構造単位（ａ２）の含有量が７０～３０質量％であることがより好ましく、構
造単位（ａ１）の含有量が３５～６５質量％であり、構造単位（ａ２）の含有量が６５～
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３５質量％であることがさらに好ましい。
【００３５】
　また、カチオン性ポリマー（Ａ）において、共重合体は、さらに下記の式（VII）で表
される単量体由来の構造単位（ａ３）を含有することができる。この場合には、構造単位
（ａ１）と構造単位（ａ３）との合計含有量を例えば２０～５０質量％にすることにより
、耐電防止性と耐水性とをよりバランス良く向上させることができる。
　　Ｐｙ+－Ｃ（Ｒ11）＝ＣＨ2・Ｘ-　・・・（VII）
（式（VII）中、Ｐｙ+はカチオン化された窒素原子Ｎ+を有するピリジル基であり、Ｒ11

は水素原子又はメチル基であり、Ｘはハロゲン原子である）
【００３６】
　また、カチオン性ポリマー（Ａ）は、さらに他のビニル系単量体由来の構造単位（ａ４
）を２０質量％以下含有することができる。このようなビニル系単量体としては、例えば
スチレン、スチレンの側鎖置換誘導体、（メタ）アクリル酸エステル類、アクリロニトリ
ル、メタクリロニトリル、クロロエチレン類、マレイン酸エステル類、ビニルエーテル類
、アクロレイン、アルリルエーテル類、アルリルクロライド、ブタジエン等からなる群よ
り選ばれる少なくとも１種を用いることができる。スチレンの側鎖置換誘導体としては、
ビニルトルエン、クロルスチレン、α－メチルスチレン等を用いることができる。（メタ
）アクリル酸エステル類としては、アルコール部が炭素数１～１８のアルキル基（ただし
、シクロアルキル基を除く）であるエステルを用いることができる。具体的には、ヒドロ
キシエチルメタクリレート、テトラヒドロメタクリレート等を用いることができる。また
、ビニルエーテル類としては、ビニルブチルエーテル、ビニルフェニルエーテル等を用い
ることができる。アルリルエーテル類としては、例えばアルリルエチルエーテルを用いる
ことができる。なお、本明細書における「（メタ）アクリル酸」は、「アクリル酸」及び
「メタクリル酸」の少なくとも一方を表す。
【００３７】
　カチオン性ポリマー（Ｃ）は、前記式（III）で表される単量体由来の構造単位（ｃ１
）と、前記式（II）で表される単量体由来の構造単位（ｃ２）とを有する共重合体からな
る。式（III）がカチオンを有しており、構造単位（ｃ１）は（モノ）カチオンに相当す
る。
【００３８】
　式（III）において、Ｒ2はＣＨ2ＣＨ2であることが好ましい。この場合には、耐電防止
性能と耐水性とをよりバランス良く発揮できる。
【００３９】
　カチオン性ポリマー（Ｃ）においては、構造単位（ｃ１）の含有量が２０～５０質量％
であり、構造単位（ｃ２）の含有量が８０～５０質量％である。構造単位（ｃ１）の含有
量が２０質量％未満の場合には、耐電防止性能が不十分になったり、耐水性が不十分にな
ったりするおそれがある。一方、構造単位（ｃ１）との含有量が５０質量％を超える場合
には、過度に水溶性になるおそれがある。その結果、例えば、ポリマーエマルジョンを用
いて上述の塗工合成紙を作製し、該塗工合成紙をオフセット印刷に用いた際に、連続印刷
性が損なわれ、特に２色目の印刷インキの転移性が悪くなるおそれがある。耐電防止性能
及び耐水性をよりバランス良く向上させるという観点からは、構造単位（ｃ１）の含有量
が２０～７０質量％であり、前記構造単位（ｃ２）の含有量が８０～３０質量％であるこ
とがより好ましく、構造単位（ｃ１）の含有量が３５～６５質量％であり、前記構造単位
（ｃ２）の含有量が６５～３５質量％であることがさらに好ましい。
【００４０】
　また、カチオン性ポリマー（Ｃ）は、上述のカチオン性ポリマー（Ａ）と同様に、共重
合体がさらに前記式（VII）で表される単量体由来の構造単位（ｃ３）を含有することが
できる。構造単位（ｃ１）と構造単位（ｃ３）との合計含有量は、上述のカチオン性ポリ
マー（Ａ）と同様の理由から、２０～５０質量％であることが好ましい。
【００４１】
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　また、カチオン性ポリマー（Ｃ）は、上述のカチオン性ポリマー（Ａ）と同様に、さら
に他のビニル系単量体由来の構造単位（ｃ４）を２０質量％以下含有することができる。
このようなビニル系単量体としては、上述の構造単位（ａ４）と同様の単量体を用いるこ
とができる。
【００４２】
＜コア・シェル型ポリマー粒子のコア部＞
　コア・シェル型ポリマー粒子のコア部は、疎水性ポリマー（Ｂ）からなり、疎水性ポリ
マー（Ｂ）は、疎水性不飽和単量体由来の構造単位（ｂ）を有する。疎水性不飽和単量体
は、好ましくは炭素数１～４５、より好ましくは炭素数１～２４の炭化水素鎖を有するこ
とが好ましい。炭化水素鎖は、直鎖又は分岐鎖のいずれであってもよい。また、単環又は
多環の脂肪族環又は芳香環を有する炭化水素基が含まれていてもよい。また、環にさらに
直鎖又は分岐鎖のアルキル基を置換基として有する炭化水素基が含まれていてもよい。
【００４３】
　疎水性不飽和単量体の主成分は（メタ）アクリル酸系エステルであることが好ましい。
すなわち、疎水性ポリマー（Ｂ）は（メタ）アクリル系樹脂からなることが好ましい。こ
の場合には、前記塗工合成紙の作製時において、合成樹脂フィルム等からなる合成紙と、
疎水性ポリマー（Ｂ）との密着性を高めることができる。
【００４４】
＜コア・シェル型ポリマー粒子＞
　シェル部がカチオン性ポリマー（Ｃ）からなる場合には、カチオン性ポリマー（Ｃ）の
ガラス転移温度ＴｇCが４０～８５℃であり、コア部の疎水性ポリマー（Ｂ）のガラス転
移温度ＴｇBをカチオン性ポリマー（Ｃ）のガラス転移温度ＴｇCより低くすることにより
、耐電防止性を低下させることなく、耐水性の向上を図ることができる。これは、ポリマ
ーエマルジョンを含有する上述の合成紙用塗布剤組成物を例えば合成紙に塗工した際に、
コア・シェル型ポリマー粒子におけるコア部の疎水性ポリマー（Ｂ）同士が相互に融着し
易くなり、疎水性ポリマー（Ｂ）からなる層の連続性が向上するためであると考えられる
。また、ＴｇCとＴｇBとが前記関係を満足する場合には、成膜性を向上させることもでき
る。
【００４５】
　また、カチオン性ポリマー（Ａ）を用いた場合には、上述のカチオン性ポリマー（Ｃ）
のようなコア部とシェル部のガラス転移温度の制御は必ずしも必要ではない。すなわち、
式（III）で表される単量体由来の構造単位（ｃ１）に代えて式（Ｉ）で表される単量体
由来の構造単位（ａ１）を採用することにより、ガラス転移温度などを調整しなくても、
耐電防止性を低下させることなく、耐水性の向上を図ることが可能になる。これは、特に
カチオン性ポリマー（Ａ）がジカチオンの場合（すなわち、式（Ｉ）におけるｎ＝１の場
合）に顕著になる。
【００４６】
　好ましくは、疎水性ポリマー（Ｂ）のガラス転移温度ＴｇBがカチオン性ポリマー（Ａ
）のガラス転移温度ＴｇAより低いことがよい。また、好ましくは、カチオン性ポリマー
（Ａ）のガラス転移温度ＴｇAが４０～８５℃であることがよい。この場合には、耐電防
止性を低下させることなく、より耐水性の向上を図ることができる。これも、上述のカチ
オン性ポリマー（Ｃ）の場合と同様に、コア・シェル型ポリマー粒子におけるコア部の疎
水性ポリマー（Ｂ）同士が相互に融着し易くなり、疎水性ポリマー（Ｂ）からなる層の連
続性が向上するためであると考えられる。また、この場合にも、成膜性を向上させること
ができる。
【００４７】
　コア部とシェル部との質量比［コア部／シェル部］は、耐電防止性能と耐水性とをより
高いレベルで向上させるという観点から、１／１０～１０／１が好ましい。また、この場
合には、後述のポリマーエマルジョンの製造時に疎水性不飽和単量体の重合が安定的に進
行し易くなる傾向にある。そのため、重合中に粗粒子やブロック状のポリマー片が発生し
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難くなる傾向にあり、ポリマーエマルジョンの保存安定性が向上する傾向にある。
【００４８】
　また、質量比［コア部／シェル部］は、１／５～５／１であることがより好ましい。こ
の範囲内で重合を完了させることにより、粒子の均一化に効果を発揮し、保存安定性に優
良なエマルジョンを得ることが可能となる。また、この場合には、ポリマーエマルジョン
を含有する上述の合成紙用塗布剤組成物を合成紙に塗工した際に、カチオン性ポリマー（
Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）が連続相となって耐電防止効果を発揮しつつ、疎水性
ポリマー（Ｂ）が例えば樹脂フィルムからなる合成紙と優れた密着性を示すため、耐水性
をより向上させることができる。
【００４９】
＜ポリマーエマルジョン＞
　ポリマーエマルジョンは、水性媒体とこれに分散されたコア・シェル型ポリマー粒子と
を有する。水性媒体は、例えば水、アルコール、これらの混合物等がある。水性媒体中の
コア・シェル型ポリマー粒子の平均粒子径は１５０ｎｍ以下であることが好ましい。この
場合には、ポリマーエマルジョンを合成紙などの対象物に塗布して得られる塗膜の平滑性
や透明性を向上させることができる。
【００５０】
＜ポリマーエマルジョンの製造方法＞
　シェル部がカチオン性ポリマー（Ａ）からなる場合には、下記のカチオン化（Ａ）工程
を行うことにより、カチオン性ポリマー（Ａ）を得ることができる。すなわち、前記式（
IV）で表される単量体由来の構造単位（ａp１）と、前記式（II）で表される単量体由来
の構造単位（ａ２）とを有する共重合体を準備し、該共重合体における窒素原子をカチオ
ン変性剤によってカチオン化する（カチオン化（Ａ）工程）。
【００５１】
　式（IV）で表される単量体の具体例としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリ
レート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル
アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプ
ロピルメタクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノブチルメタクリレート等が挙げられる。
【００５２】
　式（II）で表される単量体の具体例としては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（
メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、
ターシャリーブチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、２‐
エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、トリデシル（メ
タ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート等のアルキル（メタ）アクリレート
が挙げられる。
【００５３】
　カチオン化（Ａ）工程においては、カチオン変性剤として、前記式（Ｖ）で表されるモ
ノハロゲン化第四級アンモニウム塩を用いる。このカチオン変性剤を用いることにより、
式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ａp１）を、カチオン化させ、ジカチオン、
トリカチオン、又はテトラカチオンにすることができる。カチオン変性剤の使用量は、例
えば理論上の必要量にすることができる。カチオン変性剤の使用量を構造単位（ａp１）
のモル数と等モルにすることができるが、必ずしも等モルではなくてもよい。カチオン変
性剤の使用量は、構造単位（ａp１）のモル数に対して、例えば０．７～１．３モル倍、
好ましくは０．９～１．１モル倍の範囲に調整することができる。
【００５４】
　モノハロゲン化第四級アンモニウム塩の具体例としては、グリシジルトリメチルアンモ
ニウムクロライド、３－クロロ－２－ヒドロキシプロピルトリメチルアンモニウムクロラ
イド、３－クロロ－２－ヒドロキシプロピルトリエタノールアンモニウムクロライド、グ
リシジルトリメチルアンモニウムクロライド、グリシジルメチルベンジルアンモニウムク
ロライド、グリシジルトリメチルアンモニウムクロライド、グリシジルジメチルブチルア
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ンモニウムクロライド等が挙げられる。なお、クロライドを例示したが、他のハロゲン化
物であってもよい。
【００５５】
　カチオン性ポリマー（Ａ）は、上述のカチオン化（Ａ）工程を行って得ることもできる
が、ポリマー（Ａ）重合工程を行って得ることもできる。すなわち、前記式（Ｉ）で表さ
れる単量体と、前記式（II）で表される単量体とを共重合する（ポリマー（Ａ）重合工程
）。式（Ｉ）で表される単量体としては、上述の式（IV）で表される単量体における窒素
原子が変性剤によりカチオン化されたジカチオン、トリカチオン、テトラカチオン等を用
いることができる。式（II）で表される単量体については、上述の通りである。
【００５６】
　カチオン性ポリマー（Ｃ）は、下記のカチオン化（Ｃ）工程を行うことにより得ること
ができる。すなわち、前記式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ｃp１）と、前記
式（II）で表される単量体由来の構造単位（ｃ２）とを有する共重合体を準備し、該共重
合体における窒素原子をカチオン変性剤によってカチオン化する（カチオン化（Ｃ）工程
）。
【００５７】
　カチオン化（Ｃ）工程においては、カチオン変性剤として、前記式（VI）で表されるモ
ノハロゲン化酢酸アルキルエステルを用いる。このカチオン変性剤を用いることにより、
式（IV）で表される単量体由来の構造単位（ｃp１）を、カチオン化させることができる
。カチオン変性剤の使用量は、例えば理論上の必要量、例えば構造単位（ｃp１）のモル
数と等モルにすることができるが、必ずしも等モルにする必要はない。カチオン変性剤の
使用量は、構造単位（ｃp１）のモル数に対して、例えば０．７～１．３モル倍、好まし
くは０．９～１．１モル倍の範囲に調整することができる。
【００５８】
　モノハロゲン化酢酸アルキルエステルの具体例としては、ＸＣＨ2ＣＯＯＣＨ3、ＸＣＨ

2ＣＯＯＣ2Ｈ5、ＸＣＨ2ＣＯＯＣ3Ｈ8、ＸＣＨ2ＣＯＯＣ4Ｈ9等が挙げられる。ただし、
Ｘは、Ｃｌ、Ｂｒ、又はＩ等のハロゲン原子である。
【００５９】
　シェル部がカチオン性ポリマー（Ｃ）からなる場合には、下記のポリマー（Ｃ）重合工
程を行うことにより、カチオン性ポリマー（Ｃ）を得ることができる。すなわち、前記式
（IV）で表される単量体と、前記式（III）で表される単量体とを共重合する（ポリマー
（Ｃ）重合工程）。
【００６０】
　カチオン性ポリマー（Ｃ）は、上述のカチオン化（Ｃ）工程を行って得ることもできる
が、下記のポリマー（Ｃ）重合工程を行って得ることもできる。すなわち、前記式（III
）で表される単量体と、前記式（II）で表される単量体とを共重合する（ポリマー（Ｃ）
重合工程）。
【００６１】
　式（III）で表される単量体としては、上述の式（IV）で表される単量体における窒素
原子が変性剤によりカチオン化されたものを用いることができる。具体的には、例えばＮ
，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メ
タ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド等を、モノ
ハロゲン化酢酸アルキルエステル等の変性剤により変性させて得られる単量体を用いるこ
とができる。式（II）で表される単量体については、上述の通りである。
【００６２】
　各共重合体を得るための重合方法としては、ラジカル開始剤を用いた、塊状重合、溶液
重合、乳化重合等の公知の重合方法を採用することができる。これらの中で好ましい重合
方法としては溶液重合法であり、該重合は各単量体を溶媒に溶解し、ラジカル重合開始剤
を添加して窒素気流下において加熱攪拌することにより実施される。溶媒は水、メチルア
ルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコール等のアルコール類等が好ましく、
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またこれらの溶媒を混合使用して実施しても良い。重合開始剤は過酸化ベンゾイル、過酸
化ラウロイル等の過酸化物、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスバレロニトリルなど
のアゾ化合物が好適に用いられる。単量体濃度は通常１０～６０重量％であり、重合開始
剤の濃度は通常単量体に対し、０．１～１０重量％である。共重合体の分子量は、重合温
度、重合開始剤の種類及び量、溶剤使用量、連鎖移動剤等の重合条件により任意のレベル
とすることができる。一般には得られる重合体の分子量は１０００～１００００００であ
るが、中でも１０００～５０００００の範囲が好ましい。
【００６３】
　ポリマーエマルジョンは、上述のようにして得られたカチオン性ポリマー（Ａ）又はカ
チオン性ポリマー（Ｃ）と、疎水性ポリマー（Ｂ）とを水性媒体中でエマルジョン化する
ことにより得られる（エマルジョン工程）。エマルジョン工程は、例えば下記の第１～第
３の各工程を行うことにより実施できる。
【００６４】
　第１工程としては、カチオン性ポリマー（Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）と、水性
媒体と、疎水性不飽和単量体の重合開始剤とを混合して水相を得る工程を行う。第１工程
においては、ポリマーエマルジョンの製造に用いるカチオン性ポリマー（Ａ）又はカチオ
ン性ポリマー（Ｃ）の使用量の内の一部を用いる。また、第２工程としては、カチオン性
ポリマー（Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）と、疎水性不飽和単量体と、水性媒体とを
混合することによりプレエマルジョンを得る工程を行う。第２工程においては、カチオン
性ポリマー（Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）の使用量の内の残部を用いることができ
る。第３工程としては、水相にプレエマルジョンを滴下しながら、疎水性不飽和単量体を
重合させてポリマーエマルジョンを得る工程を行う。なお、第１～第３工程のうち、第１
工程と第２工程とは順不同である。
【００６５】
　疎水性不飽和単量体の具体例としては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル
（メタ）アクリレート、３－メトキシエチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）ア
クリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イ
ソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メ
タ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリ
レート、ステアリル（メタ）アクリレート、２－フェニルエチル（メタ）アクリレート、
ベンジル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）メタクリレート、ジエチルアミノ
エチル（メタ）アクリレート、及びジイソプロピルアミノエチル（メタ）アクリレート等
が挙げられる。なお、本明細書における「（メタ）アクリレート」は、「アクリレート」
及び「メタクリレート」の少なくとも一方を表す。
【００６６】
　疎水性不飽和単量体には、官能基含有単量体を共重合させて、もよい。官能基含有単量
体としては、例えば、分子構造中にビニル基を２個以上有する単量体、グリシジル基含有
単量体、アリル基含有単量体、加水分解性シリル基含有単量体、アセトアセチル基含有単
量体、ヒドロキシル基含有単量体及びカルボキシル基含有単量体等が挙げられる。
【００６７】
　分子構造中にビニル基を２個以上有する単量体としては、例えば、ジビニルベンゼン、
ジアリルフタレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、エチレン
グリコールジ（メタ）アクリレート、１，２－プロピレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、１，３－プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオール
ジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペン
チルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレ
ート及びアリル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００６８】
　これらの中でも、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，２－プロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート、１，３－プロピレングリコールジ（メタ）アクリレー
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ト、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メ
タ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート又はトリメチロール
プロパントリ（メタ）アクリレートが、（メタ）アクリレート系単量体との共重合性のよ
い点で好ましい。
【００６９】
　前記グリシジル基含有単量体としては、例えば、グリシジル（メタ）アクリレート、グ
リシジル（メタ）アリルエーテル及び３，４－エポキシシクロヘキシル（メタ）アクリレ
ート等が挙げられる。
【００７０】
　前記アリル基含有単量体としては、例えば、トリアリルオキシエチレン、マレイン酸ジ
アリル、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、テトラアリルオキシエ
タントリメチロールプロパンジアリルエーテル及びペンタエリスリトールトリアリルエー
テル等のアリル基を２個以上有する単量体、アリルグリシジルエーテル並びに酢酸アリル
等が挙げられる。
【００７１】
　前記加水分解性シリル基含有単量体としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン及びビニルメチ
ルジメトキシシラン等のビニル系シリル基含有単量体；γ－（メタ）アクリロキシプロピ
ルトリメトキシシラン、γ－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、γ
－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン及びγ－（メタ）アクリロキシプロ
ピルメチルジエトキシシラン等の（メタ）アクリロキシ系シリル基含有単量体が挙げられ
る。これらの中でも、（メタ）アクリロキシ系シリル基含有単量体が、疎水性不飽和単量
体との共重合性に優れる点で好ましい。なお、なお、本明細書における「（メタ）アクリ
ロキシ」は、「アクリロキシ」及び「メタクリロキシ」の少なくとも一方を表す。
【００７２】
　前記アセトアセチル基含有単量体としては、例えば、アセト酢酸ビニルエステル、アセ
ト酢酸アリルエステル、ジアセト酢酸アリルエステル、アセトアセトキシエチル（メタ）
アクリレート、アセトアセトキシエチルクロトナート、アセトアセトキシプロピル（メタ
）アクリレート、アセトアセトキシプロピルクロトナート及び２－シアノアセトアセトキ
シエチル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００７３】
　前記ヒドロキシル基含有単量体としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート及び４－ヒドロキシブチル（メタ）
アクリレート等の（メタ）アクリレート等が挙げられる。重合時における保護コロイド的
作用の観点から、２－ヒドロキシエチルアクリレート又は２－ヒドロキシエチルメタクリ
レートが好ましい。
【００７４】
　前記カルボキシル基含有単量体としては、例えば、（メタ）アクリル酸、アクリル酸ダ
イマー、クロトン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、グルタコ
ン酸、イタコン酸、アクリルアミドＮ－グリコール酸及びケイ皮酸等が挙げられる。これ
らの中でも、重合時における保護コロイド的作用の観点から、アクリル酸又はメタクリル
酸が好ましい。
【００７５】
　前記官能基含有単量体の含有割合は、単量体成分全体に対して、好ましくは１０重量％
以下、より好ましくは５重量％以下である。この範囲に含有量を調整することにより、疎
水性ポリマー（Ｂ）が硬くなりすぎることを抑制し、十分な接着力が発揮され、塗膜を形
成した際に耐水性をより向上させることができる。また、耐水性を低下させることなく、
保護コロイド的作用を発揮するという観点からは、単量体成分全体に対する官能基含有単
量体の含有割合は、好ましくは０．０１重量％以上、より好ましくは０．０５重量％以上
、更に好ましくは０．１重量％以上である。
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【００７６】
　また、官能基含有単量体（ｃ）が分子構造中にビニル基を２個以上有する単量体である
場合には、当該単量体の含有量は、単量体成分全体に対して０．０１～５重量％であるこ
とが好ましく、０．０５～３重量％あることがより好ましく、０．１～１重量％であるこ
とが更に好ましい。
【００７７】
　また、本発明の効果を損なわない範囲において、その他に、少量のスチレン若しくはα
－メチルスチレン等のスチレン系単量体、又はギ酸ビニル、酢酸ビニル、プロピオン酸ビ
ニル、バレリン酸ビニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、ピバリン酸ビニル、カプリン酸
ビニル、ラウリン酸ビニル、ステアリン酸ビニル、安息香酸ビニル、バーサチック酸ビニ
ル若しくは２－エチルヘキサン酸ビニル等のビニルエステル系単量体を疎水性不飽和単量
体に共重合させてもよい。
【００７８】
　重合開始剤としては、例えば、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウム及び過硫酸アンモニ
ウム等の無機過酸化物、有機過酸化物、アゾ系開始剤、過酸化水素、及びブチルパーオキ
サイド、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド等の過酸化物並びにこれらと酸性亜硫酸ナト
リウム及びＬ－アスコルビン酸等の還元剤とを組み合わせたレドックス重合開始剤等が挙
げられる。これらは、単独で又は２種以上併せて用いることができる。
【００７９】
　また、エマルジョン工程においては、さらに重合調整剤、補助乳化剤及び可塑剤等を用
いることもできる。
【００８０】
　重合調整剤としては、公知のものの中から適宜選択することができる。このような重合
調整剤としては、例えば、連鎖移動剤及びバッファー等が挙げられる。
【００８１】
　前記連鎖移動剤としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール及びブタノ
ール等のアルコール、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ｎ－ブチルアルデヒド
、フルフラール及びベンズアルデヒド等のアルデヒド類並びにドデシルメルカプタン、ラ
ウリルメルカプタン、ノルマルメルカプタン、チオグリコール酸、チオグリコール酸オク
チル及びチオグリセロール等のメルカプタン類等が挙げられる。これらは、単独で又は２
種以上併せて用いることができる。連鎖移動剤の使用は、重合を安定に行わせるという点
で有効であり、疎水性ポリマー（Ｂ）の重合度を調整するために使用することが好ましい
。
【００８２】
　前記補助乳化剤としては、乳化重合に用いることができるものとして当業者に公知のも
のであれば、いずれのものでも使用可能である。したがって、補助乳化剤は、例えば、ア
ニオン性、カチオン性及びノニオン性の界面活性剤、両イオン性ポリマー以外の保護コロ
イド能を有する水溶性高分子並びに水溶性オリゴマー等の公知のものの中から、適宜選択
することができる。
【００８３】
　前記界面活性剤としては、例えば、ラウリル硫酸ナトリウム及びドデシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウムのようなアニオン性界面活性剤並びにプルロニック型構造を有するもの
及びポリオキシエチレン型構造を有するもの等のノニオン性界面活性剤が挙げられる。こ
れらの界面活性剤のうち、イオン性界面活性剤、特にアニオン性界面活性剤のうちステア
ロイルメチルタウリンナトリウム、ステアロイルグルタミン酸ナトリウム又はステアロイ
ル乳酸ナトリウム等のアニオン性界面活性剤が好ましい。また、界面活性剤として、構造
中にラジカル重合性不飽和結合を有する反応性界面活性剤を使用することもできる。これ
らは単独で又は２種以上併せて用いることができる。
【００８４】
　アニオン性乳化剤としては、例えば、「ニューコール５６０ＳＦ」、「ニューコール５
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６２ＳＦ」、「ニューコール７０７ＳＦ」、「ニューコール７０７ＳＮ」、「ニューコー
ル７１４ＳＦ」、「ニューコール７２３ＳＦ」、「ニューコール７４０ＳＦ」、「ニュー
コール２３０８ＳＦ」、「ニューコール２３２０ＳＮ」、「ニューコール１３０５ＳＮ」
、「ニューコール２７１Ａ」、「ニューコール２７１ＮＨ」、「ニューコール２１０」、
「ニューコール２２０」、「ニューコールＲＡ３３１」、「ニューコールＲＡ３３２」（
商品名、日本乳化剤（株）製）；「ラテムルＢ－１１８Ｅ」、「レベノールＷＺ」、「ネ
オペレックスＧ１５」（商品名、花王（株）製）；「ハイテノールＮ０８」（商品名、第
一工業製薬（株）製）が挙げられる。
　ノニオン性乳化剤としては、例えば、「ノニポール２００」、「ニューポールＰＥ－６
８」（商品名、三洋化成工業（株）製）が挙げられる。
　高分子乳化剤としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリヒドロキシエチル（メタ
）アクリレート、ポリヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ポリビニルピロリドン
が挙げられる。
　反応性乳化剤としては、例えば、「Ａｎｔｏｘ　ＭＳ－６０」、「Ａｎｔｏｘ　ＭＳ－
２Ｎ」（商品名、日本乳化剤（株）製）；「エレミノールＪＳ－２」（商品名、三洋化成
工業（株）製）；「ラテムルＳ－１２０」、「ラテムルＳ－１８０」、「ラテムルＳ－１
８０Ａ」、「ラテムルＰＤ－１０４」（花王（株）製）；「アデカリアソープＳＲ－１０
」、「アデカリアソープＳＥ－１０」（商品名、（株）ＡＤＥＫＡ製）；「アクアロンＫ
Ｈ－０５」、「アクアロンＫＨ－１０」、「アクアロンＨＳ－１０」（商品名、第一工業
製薬（株）製）等の反応性アニオン乳化剤；「アデカリアソープＮＥ－１０」、「アデカ
リアソープＥＲ－１０」、「アデカリアソープＮＥ－２０」、「アデカリアソープＥＲ－
２０」、「アデカリアソープＮＥ－３０」、「アデカリアソープＥＲ－３０」、「アデカ
リアソープＮＥ－４０」、「アデカリアソープＥＲ－４０」（商品名、（株）ＡＤＥＫＡ
製）；「アクアロンＲＮ－１０」、「アクアロンＲＮ－２０」、「アクアロンＲＮ－３０
」、「アクアロンＲＮ－５０」（商品名、第一工業製薬（株）製）等の反応性ノニオン性
乳化剤が挙げられる。
　これらの乳化剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００８５】
　前記界面活性剤の使用は、乳化重合をスムーズに進行させ、コントロールし易くしたり
（乳化剤としての効果）、重合中に発生する粗粒子やブロック状物の発生を抑制したりす
る効果がある。ただし、これら界面活性剤を乳化剤として多く使用すると、シェルがコア
から分離してしまう可能性がある。このため、界面活性剤を使用する場合には、その使用
量は、カチオン性ポリマー（Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）に対して補助的な量であ
ること、すなわち、できる限り少なくすることが好ましい。
【００８６】
＜合成紙用塗布剤組成物＞
　合成紙用塗布剤組成物は、ポリマーエマルジョンを含有する。合成紙塗布用組成物は、
さらに、各種添加剤、着色剤などを含有することができる。具体的には、その特性が損な
われない範囲で酸化チタン、亜鉛華、カーボンブラック等の顔料、分散染料、酸性染料、
カチオン染料、反応染料等の染料、酸化防止剤、滑剤、着色剤、安定化剤、湿潤剤、増粘
剤、起泡剤、消泡剤、凝固剤、ゲル化剤、沈降防止剤、老化防止剤、軟化剤、可塑剤、レ
ベリング剤、ワキ防止剤、顔料分散剤、紫外線吸収剤、耐候剤、難燃剤等を添加すること
ができる。これらの種類は特に限定されない。
【００８７】
＜塗工合成紙＞
　塗工合成紙は、合成紙と、その表面に形成された塗膜とを有する。塗膜は、合成紙用塗
布剤組成物からなる。塗膜は、合成紙の片面に形成されていても、両面に形成されていて
もよい。塗膜においては、カチオン性ポリマー（Ａ）又はカチオン性ポリマー（Ｃ）が海
島構造の海層になることにより帯電防止効果を発揮し、前記カチオン性ポリマー（Ａ）と
前記疎水性ポリマー（Ｂ）、又は前記カチオン性ポリマー（Ｃ）と前記疎水性ポリマー（
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Ｂ）との組み合わせを採用することにより、成膜性を高めることができる。さらに、コア
粒子同士の融着が生じさせることも可能になり、その結果、コア層からなる疎水性樹脂層
の連続性が向上し、塗膜の耐水性を高めることが可能になる。また、疎水性ポリマー（Ｂ
）はインキのにじみ防止及び転移防止にも寄与する。したがって、疎水性ポリマー（Ｂ）
が少なければこの防止効果が低下するおそれがある。
【００８８】
　合成紙としては、例えば合成樹脂フィルム、合成パルプ紙がある。合成樹脂フィルムと
しては、ポリオレフィン、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、
ポリスチレン、ナイロン‐６等の熱可塑性樹脂のフィルム、或いは、熱可塑性樹脂と無機
微細粉末又は有機フィラーとから形成されるフィルム層を表面に有するものを挙げること
ができる。ポリオレフィンとしては、ポリプロピレン、ポリエチレン、プロピレン・エチ
レン共重合体等がある。合成パルプ紙は、合成繊維からなる合成紙であり、合成樹脂を原
料にして作られた樹脂ファイバー（すなわち、合成繊維）をパルプ代わりの原料とし、バ
インダーなどを加えて抄紙機で製紙されたものを挙げることができる。
【００８９】
　合成紙は、合成樹脂フィルムからなることが好ましい。より好ましくは、微細充填剤を
含む二軸延伸合成樹脂フィルムである。合成樹脂フィルムからなる合成紙においては、例
えばフィルム中に耐電防止剤等を添加させても十分な帯電防止性能を得ることが困難であ
るため、上述のように塗膜を形成することにより得られる上述の効果が十分に享受できる
。
【実施例】
【００９０】
（実施例１）
　実施例１のポリマーエマルジョンについて、図面を参照して説明する。図１及び図２に
例示されるように、本例のポリマーエマルジョン１は、シェル部２１がカチオン性ポリマ
ー（Ａ）からなり、コア部２２が疎水性ポリマー（Ｂ）からなるコア・シェル型ポリマー
粒子２が水性媒体１０に分散されてなる。以下、本例のポリマーエマルジョンについて詳
細に説明する。
【００９１】
（１）カチオン性ポリマー（Ａ）の製造
　カチオン性ポリマー（Ａ）を以下のようにして製造した。まず、還流冷却器、温度計、
窒素置換用ガラス管、及び攪拌装置を取り付けた４つ口フラスコに、構造式ＣＨ2＝Ｃ(Ｃ
Ｈ3)ＣＯＯＣＨ2ＣＨ2Ｎ(ＣＨ3)2で表されるジメチルアミノエチルメタクリレート（すな
わち、ＤＭＭＡ）：３５質量部、ＥＭＡ：２０質量部、ＣＨＭＡ：２０質量部、ＳＭＡ：
２５質量部、エチルアルコール１５０質量部と、アゾビスイソブチロニトリル１質量部を
添加し、窒素気流下に８０℃の温度で６時間重合反応を行なった。
【００９２】
　次に、フラスコ内に、変性剤であるＣｌ－ＣＨ2ＣＨ(ＯＨ)ＣＨ2Ｎ

+(ＣＨ3)3・Ｃｌ-（
すなわち、３‐クロロ‐２‐ヒドロキシプロピルトリメチルアンモニウムクロライド）の
６０質量％水溶液７０質量部を添加し、更に温度８０℃で１５時間反応させた。その後、
フラスコ内に水を滴下しながらエチルアルコールを留去することにより、最終固形分とし
て、２０質量％のカチオン性ポリマーＡの水溶液を得た。なお、変性剤は、ＤＭＭＡ１質
量部に対して１．２質量部使用した。この変性剤により、共重合体におけるＤＭＭＡ由来
の構造単位の全てが変性され、変性後の共重合体におけるＤＭＭＡ由来の各構造単位は、
いずれもジカチオンとなった。本例のカチオン性ポリマーＡのガラス転移温度ＴｇAは５
３℃である。
【００９３】
（２）ポリマーエマルジョンの製造
　コア部の疎水性ポリマー（Ｂ）を構成する疎水性不飽和単量体として、メチルメタクリ
レート（すなわち、ＭＭＡ）とブチルアクリレート（すなわち、ＢＡ）とステアリルメタ
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クリレート（すなわち、ＳＭＡ）を準備した。これらの疎水性不飽和単量体と、上記のよ
うにして作製したカチオン性ポリマーＡの２０質量％水溶液とを、コア／シェル比が質量
比で２／３となるように、取り分けた。コア／シェル比は固形分量に基づいた質量比であ
る。ＭＭＡとＢＡとＳＭＡとの質量比は、ＭＭＡ：ＢＡ：ＳＭＡ＝１６：１６：８である
。
【００９４】
　上記のようにして取り分けたカチオン性ポリマーの水溶液のうちの半量を、還流冷却器
、滴下ポンプ、温度計、窒素ガス導入管、及び攪拌装置付きの反応器内に入れ、フラスコ
内を窒素置換し、温度６０℃で撹拌した。次いで、フラスコ内に、上述の疎水性不飽和単
量体の合計量に対して１質量％の重合開始剤（具体的にはｔ－ブチルハイドロパーオキサ
イド）を加えて１分間撹拌した後に、開始剤量に対して５０質量％のアスコルビン酸をさ
らに加えた。このようにして水相を得た。
【００９５】
　一方、カチオン性ポリマー水溶液の残りの半量と、上記のようにして取り分けた疎水性
不飽和単量体と水とを混合し、ホモミキサーで予備乳化した。得られたプレエマルジョン
を、上述の水相の入ったフラスコ内に１時間半かけて滴下した。その後６５℃に昇温し３
時間撹拌させた後、反応を終了させ、２０質量％のポリマーエマルジョン水溶液を得た。
【００９６】
　本例のポリマーエマルジョン１は、疎水性ポリマー（Ｂ）からなるコア部２２と、コア
部２２を被覆する、カチオン性ポリマー（Ａ）からなるシェル部２１とを有するコア・シ
ェル型ポリマー粒子２が水１０に分散されてなるものであった（図１及び図２参照）。コ
ア部２２は、上述の疎水性不飽和単量体の共重合体からなり、そのガラス転移温度ＴｇB

は１５．４℃である。
【００９７】
　本例において、シェル部におけるカチオン性ポリマー（Ａ）を構成する単量体、変性剤
の種類、その配合割合、コア部における疎水性ポリマー（Ｂ）を構成する単量体の種類、
その配合割合を後述の表１に示す。また、シェル部とコア部との質量比（コア／シェル）
を後述の表１に示す。なお、ポリマーエマルジョンの２５℃における粘度は、１２ｍＰａ
・ｓであった。
【００９８】
　次に、水系ポリマーエマルジョン中のコア・シェル型ポリマー粒子の平均粒子径を測定
した。その結果を後述の表１に示す。平均粒径は、レーザ回折・散乱法によって求めた粒
度分布における体積積算値５０％での粒径であり、レーザ回折粒度分布測定装置（日機装
社製　Ｎａｎｏｔｒａｃ　１５０）を用いて測定した。
【００９９】
　また、コア・シェル型ポリマー粒子のコア部を形成する疎水性ポリマーＢ（アクリル系
樹脂）のガラス転移温度ＴｇB（℃）を算出した。コア部のポリマーのＴｇBは、次の式（
α）に示すＦＯＸ式により求められる理論計算値である。式（α）中、ＴｇBは、コア部
を形成するポリマーのガラス転移温度であり、Ｗ1、Ｗ2、・・・、Ｗnは、ポリマーを構
成する各モノマーの重量分率であり、Ｔｇ1、Ｔｇ2、・・・、Ｔｇnは、各モノマーのホ
モポリマーのガラス転移温度である。ホモポリマーのガラス転移温度は、公知の文献値を
採用することができる。具体的には、これらのガラス転移温度は、例えば三菱レイヨン(
株)のアクリルエステルカタログ（１９９７年度版）や、北岡協三著、「親高分子文庫７
　塗料用合成樹脂入門」、高分子刊行会、ｐ１６８～ｐ１６９等に記載されている。
　１／ＴｇB＝Ｗ1／Ｔｇ1＋Ｗ2／Ｔｇ2＋・・・＋Ｗn／Ｔｇn　・・・（α）
【０１００】
　また、コア・シェル型ポリマー粒子のシェル部を形成するカチオン性ポリマーＡのガラ
ス転移温度ＴｇＡ（℃）を次のようにして算出した。計算式は疎水性ポリマー（Ｂ）の算
出方法と同様である。上述の式（IV）で表されるカチオン化された構造単位（ａ１）のガ
ラス転移点が不明の場合には、メタクリル酸ジメチルアミノエチルメチルクロライド塩の
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値を代用して計算した。
【０１０１】
　次に、本例のポリマーエマルジョンを用いて、評価用の塗工合成紙を作製した。図３に
例示されるように、塗工合成紙３は、合成紙３１と、その少なくとも片面上に形成された
塗膜３２とを有する。塗膜３２は、ポリマーエマルジョンを含有する合成紙用塗布剤組成
物からなる。また、本例における合成紙３１は、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）
フィルムからなる。合成紙用塗布剤組成物は、樹脂固形分２０質量％の溶液である。
【０１０２】
　評価用の塗工合成紙３は以下のようにして製造した。まず、合成紙３１として、厚さ１
００μｍのＰＥＴフィルム（三菱樹脂(株)製の「Ｏ３２１Ｅ１００（ＣＥ　ＳＥ９８－Ｆ
）」）を準備した。次いで、この合成紙３１上に、バーコータを用いて合成用塗布剤組成
物を塗布し、温度１００℃で２分間乾燥させた。塗布量は、乾燥後の塗膜３２の膜厚が２
０±５μｍになるように調整した。このようにして、合成紙３１上に塗膜３２を形成し、
塗工合成紙３を得た。
【０１０３】
　上記のようにして得られた評価用の塗工合成紙を用いて、下記の「塗膜外観」、「密着
性」、「耐電防止性」、「浸水試験後の耐電防止性」、「浸水試験後の重量減少率」の評
価を行った。
【０１０４】
「塗膜外観」
　塗工合成紙の塗膜外観を目視にて判定した。ＰＥＴフィルム（すなわち、合成紙）が白
化した場合を「不良」、フィルムが透明の場合を「良」と判定した。その結果を表１に示
す。
【０１０５】
「密着性」
　カッターを用いて、塗工合成紙の塗膜にＸ印の傷を付けた。Ｘ印の交わる２線がなす角
は９０°である。次いで、塗膜上の傷の部分に粘着テープを付着させた後、粘着テープを
塗膜から剥がした。このときＰＥＴフィルム（すなわち、合成紙）から粘着テープに塗膜
が移行した場合を「不良」、ＰＥＴフィルムに塗膜が残った場合を「良」と判定した。そ
の結果を表１に示す。
【０１０６】
「耐電防止性」
　表面抵抗測定器を用いて、塗工合成紙の塗膜における表面抵抗率をＪＩＳ　Ｋ　６２７
１－１－２０１５年に準拠した方法により測定した。表面抵抗率が１×１０11Ω／□を超
える場合には「不良」と判定し、表面抵抗率が１×１０11Ω／□以下の場合には「良」と
判定した。その結果を表１に示す。
【０１０７】
「浸水試験後の耐電防止性」
　塗工合成紙を温度４０℃の湯に浸した状態で２４時間放置した後、塗工合成紙を湯から
取出して乾燥させるという浸水試験を行った。この浸水試験後、上述の方法により表面抵
抗率を測定した。浸水試験後の塗膜の表面抵抗率が１×１０11Ω／□を超える場合には「
不良」と判定し、表面抵抗率が１×１０11Ω／□以下の場合には「良」と判定した。その
結果を表１に示す。
【０１０８】
「浸水試験後の重量変化率」
　浸水試験前の塗工合成紙の重量ＷP、浸水試験後の塗工合成紙の重量ＷAを測定し、以下
の式（β）により重量減少率ＷE［％］を算出した。その結果を表１に示す。
　　ＷE＝１００×（ＷP－ＷA）／ＷP　・・・（β）
【０１０９】
（実施例２～４）
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　実施例２～４は、疎水性ポリマー（Ｂ）の組成、及びカチオン性ポリマー（Ａ）と疎水
性ポリマー（Ｂ）との配合割合を実施例１とは変更した例である。具体的には、カチオン
性ポリマー（Ａ）及び疎水性ポリマー（Ｂ）が後述の表１に示す構造単位からなるように
、各単量体の配合を変更した点を除いては実施例１と同様にして、ポリマーエマルジョン
を作製し、さらにこれを用いて塗工合成紙を作製した。実施例２～４においても、コア部
のガラス転移温度ＴｇB及びシェル部のガラス転移温度ＴｇAを表１に示す。さらに、実施
例１と同様に、「塗膜外観」、「密着性」、「耐電防止性」、「浸水試験後の耐電防止性
」、「浸水試験後の重量減少率」の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１１０】
（比較例１）
　本例は、コア・シェル型ポリマー粒子ではなく、カチオン性ポリマーを単独で用いた例
である。具体的には、実施例１と同様にカチオン性ポリマー（Ａ）を用い、塗工合成紙を
作製した。そして、「塗膜外観」、「密着性」、「耐電防止性」、「浸水試験後の耐電防
止性」、「浸水試験後の重量減少率」の評価を実施例１と同様にして行った。その結果を
表１に示す。
【０１１１】
【表１】

【０１１２】
　表１より知られるように、実施例１～４においては、親水試験の前後のいずれにおいて
も表面抵抗率が十分に低く、耐電防止性が優れていた。さらに、浸水試験後の重量減少率
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が小さく、塗膜が耐水性に優れていることがわかる。これに対し、比較例１においては、
耐電防止性は優れているものの、浸水試験後の重量減少率が大きく、塗膜の耐水性が不十
分であった。また、実施例１～４においては、比較例１に比べて遜色ない優れた表面外観
、密着性が確認された。
【０１１３】
　したがって、シェル部が特定構造のカチオン性ポリマー（Ａ）からなり、コア部が疎水
性ポリマー（Ｂ）からなるコア・シェル型ポリマー粒子が水に分散されたポリマーエマル
ジョンを用いることにより、合成紙の耐電防止性能の低下を抑制しつつ、耐水性を向上さ
せることができる。このようなポリマーエマルジョンを用いた塗工合成紙は、これを例え
ばラベルなどとして使用した場合においても、ラベルに印刷されたインクが流れたり、滲
んだりするというトラブルを防ぐことができる。また、コア・シェル型ポリマー粒子のシ
ェル部にカチオン性ポリマー（Ａ）を含有するため、塗工合成紙は、良好なインク付着性
を保持したまま、耐水性を向上させることが可能となる。
【０１１４】
　以上、実施例について説明したが、本発明は前記各実施例に限定されるものではなく、
その要旨を逸脱しない範囲において種々の実施形態に適用することが可能である。
【符号の説明】
【０１１５】
　１　ポリマーエマルジョン
　１０　水性媒体
　２　カチオン性ポリマー粒子
　２１　シェル部
　２２　コア部
　３　塗工合成紙
　３１　合成紙
　３２　塗膜
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